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公共債総合取引約款 

 

（約款の趣旨） 

第１条 この約款は、お客さまと株式会社 武蔵野銀行（以下「当行」といいます。）との間の国債証

券、地方債証券、政府保証債券（以下「公共債」といいます。）に関する取引全般について、お客さ

まと当行との間の権利義務関係を明確にすることを目的とするものです。 

この約款において、公共債総合取引とは、「国債振替決済口座管理規定」「一般債振替決済口座管理

規定」「特定口座約款」に基づく公共債の売買等に係る取引、振替決済口座管理、特定口座取引等や

これらを組み合わせた取引などの総称をいいます。 

（公共債総合取引の利用） 

第２条 お客さまは、この約款に基づいて次の各号に掲げる規定に係る取引（この約款において「公共

債総合取引」と総称します。）をご利用いただけます。 

① 国債振替決済口座管理規定 

② 一般債振替決済口座管理規定 

③ 特定口座約款 

（申込方法） 

第３条 お客さまは、当行所定の「債券取引口座印鑑届」により公共債総合取引を申し込むものとし、

当行が承諾した場合に限り公共債総合取引を開始することができます。その際、犯罪による収益の移

転防止に関する法律の規定に従い取引時確認を行わせていただきます。 

２ 前項の申込書に押印するお届出印は、次条に定める指定預金口座のお届出印と同一の印鑑としてい

ただきます。 

（指定預金口座の取扱い） 

第４条 お客さまが、公共債総合取引のお申込みをされる場合には、公共債総合取引により当行がお客

さまに支払うこととなった金銭および公共債に係る償還金・利子・換金代金等をご入金する預金口座

（以下「指定預金口座」といいます。）を、あらかじめご指定いただきます。なお、指定預金口座は

当行本支店におけるお客さま名義の普通預金口座または当座預金口座とします。 

２ 公共債総合取引に係る償還金・利子・換金代金等は、指定預金口座に、ご入金いたします。 

３ 指定預金口座を変更するときは、当行所定の用紙により届け出てください。 

４ 当行が、公共債に係る償還金・利子・換金代金等をお支払いする場合で、指定預金口座に入金する

ときは、取引残高報告書等に入金金額等を記載してお送り等しますので、その内容をご確認ください。 

５ 取引残高報告書等の記載内容にご不審の点があるときは、速やかに取引残高報告書等に記載されて

いる連絡先まで直接ご連絡ください。取引残高報告書等の到着後、15日以内にご連絡がなかった場合、

当行は、その記載事項のすべてについて承認いただけたものとして取り扱わせていただきます。 

６ 当行が届出のあった名称、住所にあてて通知を行いまたはその他の送付書類を発送した場合には、

延着しまたは到達しなかったときでも通常到達すべきときに到達したものとみなします。 

（免責事項） 

第５条 当行は、次の各号に掲げる場合に生じた損害については、その責を負いません。 

① 次条第１項による届出の前に生じた損害 

② 当行所定の書類等に使用された印影をお届出印と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認

めて公共債の振替または抹消、その他の取扱いをした上で、当該書類等について偽造、変造その他

の事故があった場合に生じた損害 

③ 当行所定の書類等に使用された印影がお届出印と相違するため、公共債の振替等をしなかった場

合に生じた損害 

④ 災害、事変その他の不可抗力の事由が発生し、または当行の責めによらない事由により、記録設

備の故障等が発生したため、公共債の振替または抹消等に直ちには応じられない場合に生じた損害 
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⑤ 前号の事由により、公共債の記録が滅失等した場合または第４条および国債振替決済口座管理規

定第 11 条または一般債振替決済口座管理規定第９条による償還金等の指定預金口座への入金が遅

延した場合に生じた損害 

⑥ 国債振替決済口座管理規定第 20 条または一般債振替決済口座管理規定第 18条の事由により、当

行が臨機の処置をした場合に生じた損害 

⑦ 当行が金銭を指定預金口座へ入金した後に生じた損害 

⑧ 電信または郵便の誤配、遅延等、当行の責に帰すことのできない事由により生じた損害 

（届出事項の変更手続き） 

第６条 お届出の印鑑を失ったとき、または印鑑、氏名または名称、住所その他の届出事項に変更があ

ったときは、直ちに当行所定の手続きにより届け出てください。 

２ 前項により届出があった場合、当行は運転免許証、印鑑証明書、戸籍抄本、住民票、その他必要と

思われる書類等をご提出いただくことがあります。また、所定の手続きを完了した後でなければ公共

債の振替または抹消、契約の解約のご請求には応じません。この間、相当の期間を置き、また、保証

人を求めることがあります。 

３ 第１項による変更後は、変更後の印鑑、氏名または名称、住所等をもってお届出の印鑑、氏名また

は名称、住所等とします。 

（反社会的勢力との取引拒絶） 

第７条 この約款に定める公共債総合取引は、次条第２項第１号、第２号ＡからＨおよび第３号Ａから

Ｅのいずれにも該当しない場合に利用することができ、次条第２項第１号、第２号ＡからＨおよび第

３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、当行は公共債総合取引の開始をお断りするものとします。 

（解約等） 

第８条 公共債総合取引は、次の各号のいずれかに該当した場合には解約されます。 

① お客さまから公共債総合取引の解約のお申し出があったとき 

② お客さまが、この約款の規定に違反したとき 

③ 国債振替決済口座または一般債振替決済口座におけるお客さまの公共債の残高が一定期間以上

ないとき 

④ やむを得ない事由により、当行が解約を申し出たとき 

２ 前項のほか、次の各号の一にでも該当すると当行が判断し、お客さまと取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの公共債総合取引を停止し、またはお客さまに通知することにより、公

共債総合取引を解約することができるものとします。 

① お客さまが口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② お客さまが、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ 暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者 

Ｇ 上記Ａ～Ｆに該当する者と社会的に非難されるべき関係を有している者 

Ｈ その他前各号に準ずる者 

③ お客さまが、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨

害する行為 
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Ｅ その他前各号に準ずる行為 

（約款の変更） 

第９条 当行は、法令の定めにしたがい、お客さまの利益のために必要と認められるとき、または、そ

の他相当の事由がある場合で、お客さまの契約目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容

の相当性、その他変更にかかる事情に照らして、合理的な内容であるときに、本約款を変更する

ことができます。 

２ 前項による本約款の変更は、変更後の約款の内容を当行ホームページへの公表その他適切な方法に

より公表し、公表の際に定める効力発生時期の到来により効力を生じるものとします。 

（合意管轄） 

第 10 条 この約款に基づく取引に関する訴訟については、当行本店または支店の所在地を管轄する裁

判所のうちから、当行が管轄裁判所を指定できるものとします。 

以 上 
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